
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

    

総務部 財政課 

担当：黒田 和彦  鈴木 英昭 

電話：026-235-7039（直通） 

    026-232-0111（内線 2052） 

FAX：026-235-7475 

E-mail：zaisei@pref.nagano.jp 

２月県議会定例会に提出する平成２０年度当初予算案につきまして､現在

知事査定を行っております。 

１月 29 日に行った知事査定で内容が固まった事業の概要を別紙のとおり

お知らせいたします。 

今後、知事査定結果を速報として随時お知らせしますが､当初予算案全体

の概要は、２月８日（金）の部長会議で決定した上で発表する予定です。 

長野県（総務部）プレスリリース 平成 20 年（2008 年）１月 31 日

平成２０年度当初予算の知事査定結果《速報(第２回)》について 



部　局　名：　企　画　局

長野県好感度アップ事業費 836万5千円 

・
・

企画課 ・
  FAX　026-235-7471 ［　350万円］
  E-mail　kikaku@pref.nagano.jp

223万4千円 

　

・
企画課 ・
  FAX　026-235-7471 [　0円]
  E-mail　kikaku@pref.nagano.jp

1093万8千円 

・
・

ＮＰＯ活動推進課
  FAX　026-232-2234 ［　1355万9千円］
  E-mail　npo@pref.nagano.jp

161万8千円 

・
・

人権・男女共同参画課
  FAX　026-235-7389 [　0円]
  E-mail　jinken-danjo@pref.nagano.jp

６回

　県民が一体となり総合的な少子化対策を進める
ため、企業、医療、福祉、教育、地域など幅広い分
野の参画のもと推進体制を整備するとともに、子育
ての意義や家族の大切さなどについて理解の促進
を図ります。

少子化対策推進県民会議（仮称）の設置
少子化に関する県民意識の醸成

10名

　長野県の魅力を県内外へ部局横断的・効果的に
情報発信することにより、特産品、観光地、居住地
の各分野で「選ばれる長野県」を目指して、県全体
のブランド発信力向上を図ります。

長野県ファンクラブ（仮称）の設置
期間限定サテライトショップの出店
広報印刷物のデザイン制作支援

委　　　員
開催回数

ＮＰＯの活動推進・自立促進の
ためのステップアップ事業費

長野県人権政策審議会開催
事業費

　新たな公益サービスの担い手であるＮＰＯの自立
を支援するため、活動環境の整備を図ります。

ＮＰＯ活動の助成
ＮＰＯ活動の推進・自立支援

　今後の長野県の人権施策を総合的に推進するた
め、県の人権政策の基本的なあり方を調査審議す
る人権政策審議会を開催します。

少子化対策県民協働推進
事業費

事　　　　業　　　　名 予　　算　　額
［平成19年度予算額]

事　　　業　　　内　　　容

新
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事　　　　業　　　　名 予　　算　　額
［平成19年度予算額]

事　　　業　　　内　　　容

女性の活躍支援・トップセミ 87万1千円 
ナー事業費

人権・男女共同参画課
  FAX　026-235-7389 [　0円]
  E-mail　jinken-danjo@pref.nagano.jp

多文化共生研究会開催事業費 60万2千円 

国際課
  FAX　026-232-1644 [　0円]
  E-mail　kokusai@pref.nagano.jp

河北省友好提携25周年記念 324万2千円 
長野県友好代表団派遣事業費

・
・

国際課
  FAX　026-232-1644 [　0円]
  E-mail　kokusai@pref.nagano.jp

信州まつもと空港周辺環境 6000万円 
整備事業補助金

　 ・

交通政策課
  FAX　026-235-7396 [　0円]
  E-mail　kotsu@pref.nagano.jp

　信州まつもと空港の周辺環境を整備するため、松
本市が行う農産物直売所整備に必要な経費を助
成します。

補助対象者 松本市（整備箇所：今井地区）

　河北省からの招請に基づき、友好提携25周年を
記念して河北省で開催される記念式典に出席し、
友好関係の促進を図ります。

派遣時期
派 遣 者

　雇用の場における男女共同参画を促進するた
め、経済団体等と共同で企業経営者を対象に女性
の能力活用や登用促進を働きかけるセミナーを開
催します。

　多文化共生社会の実現を図るため、外国籍県民
を取り巻く教育、労働、医療などの課題について検
討を行う多文化共生研究会を開催します。

平成20年５月
知事ほか

新

新

新

新
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事　　　　業　　　　名 予　　算　　額
［平成19年度予算額]

事　　　業　　　内　　　容

千曲新駅（しなの鉄道）設置 3000万円 
事業補助金

・
交通政策課 　
  FAX　026-235-7396 [　0円] ・
  E-mail　kotsu@pref.nagano.jp

生活交通システム構築支援 1050万円 
事業補助金

交通政策課
  FAX　026-235-7396 ［　2970万円］
  E-mail　kotsu@pref.nagano.jp

利用者にやさしい駅舎の整備 2000万円 
事業補助金

・
 

交通政策課 ・
  FAX　026-235-7396 [　0円] ・
  E-mail　kotsu@pref.nagano.jp

138万5千円 

情報政策課
  FAX　026-235-0517 [　0円]
  E-mail　joho@pref.nagano.jp

補助率

　１日当たり5,000人以上の利用者がある駅舎のバ
リアフリー設備の整備を行う鉄道事業者の取組に
対し支援を行い、高齢者・障害者等の移動の円滑
化を促進します。

下諏訪駅

エレベーター設置補助対象事業

　（設置箇所：千曲市内川・寂蒔地区）

上田駅（しなの鉄道(株)）
予定箇所

補助対象者

　しなの鉄道の利用者の利便性向上と沿線地域の
交通渋滞緩和や産業・地域振興を図るとともに、し
なの鉄道(株)の経営安定に資するため、新駅設置
事業に千曲市と協調して必要な経費を助成しま
す。

補助率 1/6以内

しなの鉄道(株)

  地域のニーズに即した交通システムへの早期転
換を図るため、市町村等の継続した取組や新たな
広域的課題に対する取組を支援します。

長野県デジタルアーカイブ
推進事業費

　長野県の持つ社会的資産をデジタル情報として
次代へ継承する取組を実施するとともに、その多
様な利用の促進について検討します。

1/6以内

新

新

新
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事　　　　業　　　　名 予　　算　　額
［平成19年度予算額]

事　　　業　　　内　　　容

政策評価推進事業費 24万5千円 

政策評価課
  FAX　026-235-7471 [　0円]
  E-mail　seisaku-hyoka@pref.nagano.jp

　中期総合計画の着実な推進を図り、主要施策等
について県民の意見を反映した客観的で的確な
政策評価を行うため、新たな政策評価制度を構築
します。
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部　局　名：　社　会　部

中国帰国者支援事業費 1億1216万5千円

１　中国帰国者地域生活支援事業 

２　中国帰国者援護事業

３　　  中国帰国者支援給付金支給事業

地域福祉課 ４　中国帰国者愛心使者事業
  FAX  026-235-7485

[ 1億2949万円]

１　生活保護費
生活保護費 23億8889万2千円

２　生活保護法第73条県費負担金

地域福祉課
  FAX  026-235-7485 　

[24億4697万1千円]

女性保護事業費 2303万8千円 

１　女性保護･相談事業

２　ＤＶ被害者緊急避難支援事業

こども･家庭福祉課
  FAX  026-235-7390 ３　人身取引被害者支援事業費

[ 2835万円] 　　人身取引被害者を保護し、関係機関との連携
  により帰国を支援します。

  E-mail  kodomo-katei@pref.
　　　　　　nagano.jp

  E-mail  chiiki-fukushi@pref.
　　　　　　nagano.jp

  E-mail  chiiki-fukushi@pref.
　　　　　　nagano.jp

　　ＤＶ被害者が、緊急時に安全に避難できる場
  所を確保します。

　　老齢基礎年金の満額支給対象外の者に対し
　て引き続き３万円の給付金を支給します｡

　中国帰国者が安心して自立した生活ができるよ
う、次の支援事業を実施します。

　　地域での孤立化を防ぐため、交流や日本語教
　室の場を提供します。

　　自立した生活を送れるよう、日本語通訳の派
　遣等を実施します。

　　老後の生活の安定を図るため、新たに生活支
　援給付金等を支給します。

　　生活保護法による被保護世帯に対し、生活扶
  助等を実施します。

　　居住地がないか又は明らかでない被保護者に
  ついて市が支弁した生活保護費のうち、４分の１
  の費用を負担します。

事　　　　業　　　　名 事　　　業　　　内　　　容予　　算　　額
［平成19年度予算額]

　ＤＶ被害者などの相談や保護を行い、自立に向
けて支援します。

　　要保護女子の相談、保護及び生活指導等を行
　い､自立に向けて支援します。

新
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事　　　　業　　　　名 事　　　業　　　内　　　容予　　算　　額
［平成19年度予算額]

1804万1千円

１　就業・自立支援センター事業

２　職業能力開発事業

こども･家庭福祉課
  FAX  026-235-7390

[ 2069万円]

1149万5千円 

・
　 ・

・
長寿福祉課
  FAX  026-235-7394 [0円]
  E-mail  choju@pref.nagano.jp

8856万8千円 

・
・

長寿福祉課
  FAX  026-235-7395 [1億209万6千円]
  E-mail  choju@pref.nagano.jp

  E-mail  kodomo-katei@pref.
　　　　　　nagano.jp

対象サービス数
対象事業所数

35サービス
2,560事業所

　母子家庭の母等の自立に向けて、就業支援を行
います。ひとり親家庭就業・自立支援事

業費

介護サービス情報の公表事業
費

推進会議によるモデル地域の支援
モデル地域の活動成果発表会の開催
地域支援体制の構築
地域資源マップの作成、ネットワークの構築等

　介護サービスの利用者がサービス事業者を選択
する際に必要な情報を取得できるようにするととも
に、公正な競争による介護サービスの質の向上を
図るため、介護サービス情報の公表を行います。

認知症地域支援体制構築等
推進事業費

　認知症高齢者が、住み慣れた地域で安心して暮
らすことができるよう、地域で支え合う仕組みづくり
を行います。

  ・　就業支援員の支援により、多くの方を就業に
　 結びつけます。
  ・　就業に有利な資格等を取得するための講座を
   実施します。

  ・　職業能力の開発を自発的に行う者に対し、自
   立支援訓練給付金を支給します。
  ・　２年以上看護師等の養成機関で修業する場
   合に、高等技能訓練促進費を支給し、資格取
   得を支援します。
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事　　　　業　　　　名 事　　　業　　　内　　　容予　　算　　額
［平成19年度予算額]

195億7339万9千円

・
・ 県負担割合　 居宅サービス　12.5％

施設サービス　17.5％

長寿福祉課
  FAX  026-235-7395 [192億9190万2千円]
  E-mail  choju@pref.nagano.jp

6億4327万円 

・ 事業主体 市町村
・ 事業内容 １　介護予防事業

長寿福祉課 ２　包括的支援事業
  FAX  026-235-7395 [4億9011万3千円] ３　任意事業
  E-mail  choju@pref.nagano.jp

68億9670万9千円

１ 主な自立支援給付事業
・ 居宅介護事業
・ 短期入所事業
・ 児童デイサービス事業
・ 補装具交付・修理事業
・ グループホーム事業
・ 更生医療給付事業
・ 施設訓練等事業

２ 主な市町村地域生活支援事業
・ 相談支援事業

障害福祉課 ・ コミュニケーション支援事業
  FAX  026-234-2370 ・ 日常生活用具給付等支援事業

[ 69億8627万円] ・ 移動支援事業
・ 地域活動支援センター機能強化事業

　障害者自立支援法に基づき、自立支援給付費の
負担を行うとともに、市町村が実施する地域生活支
援事業に対し助成します。

　市町村等保険者の介護給付等に要する費用の
一部を負担します。

介護給付費見込額

　要支援・要介護状態になる前からの介護予防を
推進するとともに、地域における総合的な相談・支
援体制等を強化するため、市町村が行う地域支援
事業について、その費用の一部を負担します。

  E-mail　fukushi@pref.nagano.
             jp

地域支援事業交付金

障害者自立支援給付等事業
費

介護給付費負担金

1330億7321万8千円
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事　　　　業　　　　名 事　　　業　　　内　　　容予　　算　　額
［平成19年度予算額]

10億5674万5千円

１  障害者自立支援対策臨時特例基金事業
（9億9104万6千円）

２　心身障害児（者）タイムケア事業
（6184万9千円）

３　障害児通園施設利用児療育支援事業
障害福祉課 （385万円）
  FAX  026-234-2369

[10億8247万9千円]

１　重症心身障害児（者）通園事業
1億9062万6千円

・ 実施箇所
　　　Ａ型通園事業（定員15人規模）　　　１か所
　　　Ｂ型通園事業（定員５人規模）　 　  ８か所
　　　　うちＢ型特例（定員拡大５人→８人）３か所

２　障害児・者施設訪問看護サービス事業

障害福祉課
  FAX  026-234-2369

[1億8250万8千円] ・ 事業主体 　市町村
・ 補助率 　　　県1/2　市町村1/2

　障害者自立支援法の着実な定着を図るため、
「障害者自立支援対策臨時特例基金」を活用し
て、利用者負担の増加や事業者報酬の減少など
への緊急的な支援を行うとともに、国の制度を補完
する県独自の事業を実施します。

　　基金を活用して、施設改修や支援体制の整備
　等を行い、障害者が地域で安心して暮らせる社
　会の実現を目指します。

　　通園施設等を利用する障害児が２人以上いる
  世帯に対し、利用者負担の軽減措置を講じま
  す。

　　家庭で障害児（者）を一時的に介護できない場
　合等に、登録介護者が時間単位で介護サービス
  を提供し、保護者や障害児（者）の地域生活を支
  援します。

  E-mail　fukushi@pref.nagano.
             jp

  E-mail　fukushi@pref.nagano.
             jp

障害者自立支援法円滑化支
援事業費

　　在宅の重症心身障害児（者）のために、通園に
　より訓練・指導等の必要な療育を行い、運動機
 能の低下を防止するとともにその発達を促します。
　　また、家庭における保護者の療育技術の習得
  を図ります。

　　通所施設等に通う医療的ケアを必要とする障害
　児（者）の訪問看護サービスの利用等に対して助
　成します。

重症心身障害児（者）通園等
事業費

8



事　　　　業　　　　名 事　　　業　　　内　　　容予　　算　　額
［平成19年度予算額]

621万8千円

障害福祉課 ・ 拠点病院 佐久総合病院
  FAX  026-234-2369 相澤病院

[ 562万4千円] 健和会病院

総合リハビリテーションセンター

障害者相談支援事業費 3億2126万5千円

・ 設置か所 10圏域
障害者自立支援課 ・ 人的配置 障害児療育コーディネーター
  FAX  026-234-2369 障害者生活支援ワーカー

[ 2億3863万円] 障害者就業支援ワーカー

3899万7千円

　１　退院支援コーディネーターの配置

　２　普及啓発等の研修実施
障害者自立支援課
  FAX  026-234-2369 　３　　　障害者支え合い活動支援事業の実施

[ 3196万1千円]  E-mail  seikatsu-shien@pref.
　　　　　　nagano.jp

相談支援体制整備推進アドバイザー

　地域の受入条件が整えば退院可能な方に対し、
退院支援コーディネーター等が退院を支援しま
す。

障害者が地域で安心して暮らせるように、お互
いに支え合う活動を支援します。

精神障害者退院支援事業費

　障害者が安心して地域で暮らせるように、身体・
知的・精神の３障害に対応する圏域ごとの障害者
総合支援センターにコーディネーター等を配置し
ます。

　事故や病気などにより脳に障害を受け、社会生
活に支障をきたしている高次脳機能障害者及びそ
の家族の相談に応じるため、拠点病院にコーディ
ネーターを設置し、生活復帰及び就労復帰に向け
た総合的な支援を行います。

高次脳機能障害者総合支援
事業費

  E-mail　fukushi@pref.nagano.
             jp

  E-mail  seikatsu-shien@pref.
　　　　　　nagano.jp

新
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事　　　　業　　　　名 事　　　業　　　内　　　容予　　算　　額
［平成19年度予算額]

6358万5千円

　１　授産活動活性化支援員の配置

　２　共同受注等コーディネーターの配置

　３　民間の専門技能活用支援

　４　施設外授産活動の促進

障害者自立支援課 　６　障害者職場実習設備等の整備　
  FAX  026-234-2369

[ 3648万4千円]

里親養成事業費 524万7千円 

こども･家庭福祉課
  FAX  026-235-7390

［335万円］

3983万3千円 

こども･家庭福祉課
  FAX  026-235-7390

［0円］

　５　　　工賃引上げ計画策定支援及び工賃倍増
　　　 計画実践モデル事業の実施

  E-mail  seikatsu-shien@pref.
　　　　　　nagano.jp

  E-mail  kodomo-katei@pref.
　　　　　　nagano.jp

　情緒障害児短期治療施設「諏訪湖健康学園」の
移転改築に向けて、必要な設計等を行います。

　　　授産施設等の職員が施設外に出向いて仕事
     を開拓するための代替人員確保を支援します｡

　　　授産施設等の職員を対象に、工賃アップセミ
　　ナーを開催するとともに、施設に経営コンサル
　　タントを派遣し、指導・助言を行います。

　　　授産施設等から障害者の職場実習を受け入
    れる企業等の設備等整備に対して助成します。

　　　民間の専門技能を有する多様なアドバイザー
　　 を施設のニーズに応じて派遣します。

諏訪湖健康学園移転改築事
業費

  E-mail  kodomo-katei@pref.
　　　　　　nagano.jp

　工賃倍増計画に基づき、障害者授産施設等の受
注業務の拡大等を支援し、障害者の収入の増加を
図ります。

　里親に対する研修及び里親制度の周知を行い、
里親登録と里親委託を促進するとともに、児童福
祉施設の入所児童に里親家庭の生活を体験させ
ることにより自立を支援します。

福祉就労強化事業費

新

新
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事　　　　業　　　　名 事　　　業　　　内　　　容予　　算　　額
［平成19年度予算額]

1025万1千円 

１　市町村虐待防止ネットワーク等支援事業

２　児童虐待対応職員専門性強化事業

３　児童虐待・ＤＶ24時間ホットライン
こども･家庭福祉課
  FAX  026-235-7390

[ 1030万9千円]

5798万6千円

１　　　労働環境の整備促進

２　　　キャリアアップの仕組みづくり

３　　　福祉・介護サービスの周知理解

４　　　潜在的有資格者等の参入促進
地域福祉課
  FAX  026-235-7485

５　県福祉人材研修センターの運営
長寿福祉課
  FAX  026-235-7394 [ 5522万6千円]
  E-mail  choju@pref.nagano.jp

  E-mail  kodomo-katei@pref.
　　　　　　nagano.jp

　　福祉人材確保定着推進会議を設置して、戦略
　的に施策を推進するとともに、福祉団体が行う啓
　発事業を支援する等、福祉・介護サービスに関
　する理解を深める広報啓発を充実します。

　　職員の定着促進のため、中堅職員に対する研
　修を実施します。

　　福祉人材を確保するため、有資格者の再就業
　支援を行います。

　　社会福祉施設従事者に対する必要な知識や
　専門技術に関する研修や無料職業紹介事業
　などを実施します。

児童虐待防止強化事業費
　児童虐待の相談窓口の設置と相談体制の強化
により、児童虐待の未然防止、再発防止を図りま
す。

　　研修等の実施により市町村の児童相談機能を
　強化します。

　　児童虐待等により保護されたこども及び保護者
　に対応する職員へのカウンセリング研修を実施
　することにより、職員の専門性を強化します。

　　児童虐待の通告・相談のほか、ＤＶの通報や
　相談に24時間・ 365日応じ、速やかに必要な
　支援を行います。

　福祉人材の確保・定着を促進するため、次の事
業を長野県福祉人材研修センターにおいて実施し
ます｡

　　産休等代替職員を円滑に確保するため、人材
　バンク事業を実施するとともに、社会福祉施設の
　経営基盤強化のための経営指導等を行います。

福祉人材確保対策事業費

  E-mail  chiiki-fukushi@pref.
　　　　　　nagano.jp

新

新

新

新
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事　　　　業　　　　名 事　　　業　　　内　　　容予　　算　　額
［平成19年度予算額]

1098万2千円

・ 長野県社会福祉協議会
・ 事業内容
　　１　住民支え合いによる地域づくりの意識啓発

　　２　災害時住民支え合いマップの策定支援
地域福祉課
  FAX  026-235-7485

[ 97万9千円] 　　３　地域づくり活動の中心となる人材の養成

5081万8千円

・
・ 事業内容

地域福祉課
  FAX  026-235-7485

[ 4863万5千円]

実施主体　

　　１　基幹的社協（20か所）への専門員の配置
　　２　利用契約に基づく支援活動の強化

　福祉・介護サービスの利用手続きや日常生活に
支援が必要な者に対し、相談や代行手続き等を行
う事業に助成します。

実施主体　 長野県社会福祉協議会

　　　　住民支え合い活動推進セミナーの開催

　　　　地域における災害時住民支え合いマップ
　　　の実践指導及び活動事例集の整備

　災害時住民支え合いマップづくりを通じて、地域
住民が互いに支え合う地域社会づくりを進める事
業に助成します。

日常生活自立支援事業補助
金

住民支え合い活動支援事業補
助金

　　　　地域福祉ワーカーの養成研修の実施
  E-mail  chiiki-fukushi@pref.
　　　　　　nagano.jp

  E-mail  chiiki-fukushi@pref.
　　　　　　nagano.jp
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事　　　　業　　　　名 事　　　業　　　内　　　容予　　算　　額
［平成19年度予算額]

13億4222万7千円

地域福祉課 ・ 特別養護老人ホーム
  FAX  026-235-7485 ・ 養護老人ホーム

・ ケアハウス
・ 障害者支援施設
・ 肢体不自由児・重症心身障害児施設

長寿福祉課 ・ 生活介護・就労継続支援Ｂ型施設
  FAX  026-235-7394 ・ 児童養護施設
  E-mail  choju@pref.nagano.jp ・ 障害者就労訓練設備

・ 宅幼老所
障害福祉課 ・ 障害者グループホーム
  FAX  026-234-2369 ・ 旧障害者共同作業所設備

障害者自立支援課
  FAX  026-234-2369

こども･家庭福祉課
  FAX  026-235-7390

[14億1799万3千円]

1508万円 

１　労働相談員による労働相談

労働福祉課
  FAX  026-235-7327 [ 1580万7千円] ３　メンタルヘルス相談
  E-mail  rofuku@pref.nagano.jp

　社会福祉施設等の施設整備や設備整備に対し
て助成します。

２　特別労働相談員（弁護士、社会保険労務士、
　産業カウンセラー）による専門的な労働相談

1か所

72か所

1か所

11か所
10か所

　労使間のトラブルを円滑に解決するために労働
相談事業を行います。

3か所

  E-mail　fukushi@pref.nagano.
             jp

労働相談事業費

社会福祉施設等整備事業補
助金

  E-mail  seikatsu-shien@pref.
　　　　　　nagano.jp

  E-mail  chiiki-fukushi@pref.
　　　　　　nagano.jp

  E-mail  kodomo-katei@pref.
　　　　　　nagano.jp

1か所
1か所

1か所

1か所

2か所
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事　　　　業　　　　名 事　　　業　　　内　　　容予　　算　　額
［平成19年度予算額]

68万2千円 

１　登録、表彰

２　ワークライフバランス推進セミナー・啓発

労働福祉課
  FAX  026-235-7327 [ 152万2千円]
  E-mail  rofuku@pref.nagano.jp

54万2千円 

１　セミナーの開催

２　企業の取組みの立上げ支援

労働福祉課 ３　事例集の配布
  FAX  026-235-7327
  E-mail  rofuku@pref.nagano.jp ［0円］

　　企業の先進事例の発表や講演、支援制度の
　紹介等のセミナーを通じて、企業へのワークラ
　イフバ ランス（仕事と生活の調和）の推進を図
　ります。
　　また、パンフレットにより事業主、労働者への
　啓発を図ります。

　　メンタルヘルスケアに対する意識の高揚を図る
  ため、県下でセミナーを開催します。

　　モデル的にメンタルヘルスケアを立上げる企
  業に対し、助言・指導を行います。

　　企業の取組みを事例集にまとめ、中小企業へ
　配布し広く啓発します。

　仕事と子育てを両立しながら働くことのできる職
場環境づくりを推進します。

中小企業メンタルヘルスケア促
進事業費

仕事と子育て両立支援推進事
業費

　メンタルヘルスケアの取組みが進んでいない中
小企業を対象にセミナーを開催し、意識の高揚を
図るとともに、モデル的に企業の取組に対する支
援を行い、事例集により広く啓発します。

　　従業員の子育てを支援する企業の取組みの登
　録や、子育て支援に積極的に取組んでいる企業
　を表彰し、県のホームページ等で紹介します。

新
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